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二十世紀アメリカの養子と継子

国勢調査個票データにみる長期的変遷ホ

森　口　干　晶

　現代のアメリカでは，家族の多様化とともに，実親ではなく養親や継親のもとで養育される児童の

割合が増えている．家族構成（fami1y　StruCture）は子どもの健康や教育と強い相関を持つことが知ら

れており，子どもの厚生に大きな影響を与えると考えられる．歴史的にも，実父母の保護に恵まれな

い児童は常に存在した、しかし，養子や継子を対象とした定量的な歴史分析は極めて少ない．そこで，

本論文では！880～1930年と2000年のアメリカ国勢調査個票データを用いて，二親世帯に属する実
子・養子・継子の社会経済的状況と教育環境を比較する．分析の結果，二十世紀初期には，白人の養

子・継子および黒人継子については観察可能な世帯属性では説明できない実子との教育格差があった

ことが明らかになった．一世紀を経て養子・継子の相対的な養育環境に改善したが，継子については
一2000年にもなお実子との教育格差が観察される．
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1、はじめに

　現代のアメリカでは家族の多様化が著しい．

18歳未満の児童の世帯構成をみると，69％の

児童がふたり観世帯，27％がひとり観世帯に

属し，残る4％は親のいない世帯で親戚や知人

と暮らしている．さらに，ふたり観世帯に属す

児童の内訳をみると，88％が実父母，9％は継

父と実母（または実父と継母），2％は養父母と

生活している（CurrentPopu1ationSurvey
2010）．すなわち，アメリカでは実の両親と共

に暮らす子どもはもはや全児童の60％に過ぎ

ない、

　一般に，家族構成（fami1ystructure）は子ど

もの社会経済的なアウトカムと強い相関を持つ

ことが知られている、例えば，ふたり観世帯に

育った子どもは，教育・健康・情緒・職業・所

得・結婚などの幅広い指標においてひとり現世

帯に育った子どもよりも優れたパフォーマンス

を示す（McLanahanandSandefur1994；Bib1arz

and　Raftery1999）、また，同じふたり観世帯の

なかでも，継親・養親と暮らす子どもは，実親

と暮らす子どもに較べて発達や教育の成果が低

いことが示されており，その理由の解明に現在

も多くの研究者が取り組んでいる（Brodzinsky

eCαム1998；Case　eCα工2000and2001；Ginther

and　Po1ak2004；Gennetian2005）、

　このように，家族構成が子どものアウトカム

に与える影響については社会学・心理学を中心

に膨大な研究の蓄積があるが，その大多数が

1970年以降の時期を対象とし，歴史データを

用いた実証分析は極めて少ない．しかし，歴史

的にみてもアメリカの児童の誰もが実父母と共

に暮らしていたわけではない．

　二十世紀初期には，離婚率や婚外子率こそ低

かったものの，死亡率や貧困率が高く，連邦政

府による社会保障制度もなかったため，父母の

病気・死亡・貧困・失嫁などにより実親の保護

に恵まれない児童が多く存在した．当時は女性

の就労機会が限られていたため，働き手の夫を

失った妻の多くは，子どもを連れて再婚するこ

とによって一家の生計を維持しなければならな

かった．また二十世紀初めには，実子に恵まれ

ない夫婦による乳兄を対象とした養子縁組は少

なく，子どもの労働とひきかえに不遇な児童を

引き取る養親が多かったといわれる．このよう

な歴史的観察は，一世紀前の継子・養子は，現

在よりも困難な養育環境に置かれていた可能性

を示唆する．しかし，資料の制約からその実態

は闇に包まれている．

　そこで，本論文では国勢調査の個票データを

駆使して，二十世紀初期のアメリカにおける養
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子世帯と継子世帯に実証分析の光を当て，二十

世紀を通じて養子と継子の養育環境がどのよう

に変化したのかを明らかにする．分析の目的は，

以下の3つの問いに答えることにある．第！に，

養子・継子世帯の社会経済的環境は実子世帯に

較べて劣っていたのか．第2に，実子・養子・

継子への教育投資には差があったのか．第3に，

二十世紀の家族の多様化とともに，養子・継子

の相対的な養育環境は改善したのか．

　本論文の主要な結果は以下の通りである．二

十世紀初期には，白人・黒人見童とも，継子は

実子よりも不遇な世帯環境にあり，また世帯属

性をコントロールしてもなお，実子との間に大

きな教育格差が観察された1これに対して，養

子の世帯環境は白人・黒人見童とも必ずしも実

子に劣るものではなかったが，白人養子には教

育上の不利益がみられた、2000年には，養子・

継子の相対的な世帯環境は改善したが，継子に

は依然として実子との教育格差が観察される．

　以下，第2節では二十世紀のアメリカにおけ

る養子と継子の歴史を概観する．第3節では本

研究で用いる国勢調査の公開個票データ
（IPUMS）を紹介し，第4節では記述統計を中

心に実子・養子・継子の特徴を比較する．第5

節では1880～1930年の個票データを用いて養

子・継子・実子の世帯環境と教育を比較する．

第6節では2000年の個票データを用いて同様

の分析を行い，第7節で結果を総括し今後の課

題を述べる．

　　　　　　　2．歴史的背景

　今日のアメリカは世界屈指の「養子大国」で

ありかつr継子大国」である、しかし，わずか

一世紀前をみると状況は大きく異なっていた．

二十世紀の初めにも養子や継子は存在したが，

その数は少なく，社会的な偏見が強く，養子・

継子世帯が形成される理由にも大きな違いがあ

った．換言すれば，現在のアメリカにみられる

家族の多様性は，二十世紀における社会規範や

法制度の変容を経て生まれたといってよい．

　継子世帯は単親世帯の親が結婚することによ

って形成される．単親世帯の形成理由には離

婚・死別・未婚（婚外子の出産）があるが，現在

アメリカにおいて単親世帯が形成される最大の

理由は離婚である．その背景には，1960年代

研　　究

以降の無過失離婚の広まりと離婚率の上昇によ

って，離婚に対するスティグマがなくなったこ

とが大きい1〕．しかし，死亡率が高く離婚率が

低かった二十世紀初期には，配偶者の死が理由

の大多数を占めた．すなわち，二十世紀初期の

継子世帯は主に父の死亡と母の再婚の帰結だっ

たのに対し，現在の継予世帯は主として母の離

婚と再婚の帰結である．このような形成理由の

違いは，どのような世帯が継子世帯になるかと

．いう世帯の選別（Se1eCtiOn）に重要な合意をもつ．

経済的に困難な世帯ほど，夫の死亡するリスク

が高く，また残された妻が生計を維持するため

に再婚する必要性も高いとすれば，二十世紀初

期の継子世帯には，現在の継子世帯よりもはる

かに大きな負の選別が働いていたと予想される．

　アメリカの養子世帯も二十世紀の問に大きな

変貌を遂げた（Herm㎜2008；Me1osh2002）．養

子縁組とは実親から養親へ親権を恒久的に移譲

し，法的に新たな親子関係を創造する仕組みで

ある．今日のアメリカは，実子に恵まれないカ

ップルが血縁関係のない乳児をわが子として養

子に迎える他見養子縁組が年間数万件に及び，

養子を望む夫婦の数が養親を求める乳児の数を

はるかに上回る「超過需要」の状態にある

（Moriguchi2012）．しかし，アメリカにおいて

も，養子が出産に替わる選択肢として社会に受

入れられたのは，遺伝よりも環境を重視する思

想と安価で良質な粉ミルクが普及した1920年

代以降であったといわれる（Berebitsky2000）．

アメリカでは十九世紀後半に施設で養護されて

いる孤児や棄子に家庭的な養育環境を与えよう

とする運動が起こり，民間慈善団体による里親

や養親の募集が行われた．なかでも，東部の孤

児たちを汽車に乗せて中西部に送りだし，行く

先々の町で養親を募った。rphantrainは有名で

ある（Ho1t1992）．先行研究によると，二十世

紀初頭には養子法は，すでに大多数の州で制定

されていたものの，実際に養子を迎える家庭は

少数に留まり，その大半は農作業や家事手伝い

などの労働の必要から，あるいは道徳的な義務

感から，不遇な子どもを引き取るものだったと

いう（Berebitsky2000；Carp2002）．このよう

な養子縁組の動機の歴史的変遷は，二十世紀初

期の養子の方が現在より不利な教育環境にあっ

たことを示唆する．
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　ただし，既存の歴史研究は白人社会を対象と

した事例研究が中心であり，代表性のあるデー

タを用いた厳密な実証分析は極めて少ない．そ

こで，本論文では国勢調査のミクロデータを用

いて新本に養子・継予の実証分析に取り組む・

3．アメリカ国勢調査の公開個票データ

　　（IPUMS）

　アメリカ合衆国連邦政府は1850年以来，！0

年毎に全数調査による人口センサスを実施して

きた．同国では国勢調査の個票は国立公文書館

に保存され，いわゆる「72年ルール」によっ

て個人情報保護のため72年間封印された後，

一般に公開される．2014年の時点では1940年

調査までの全個票が姓名も含めて公開されてお

り，デジタル化された個票の画像を検索し閲覧

できる一般向け有料ウェブサイトも開設されて

いる．また，ミクロデータの学術利用を促進す

るために，ミネソタ大学人口研究所が世界各国

のセンサスを集めた総合的なデー・タベースIn－

tegrated　Pub1iとUse　Microdata　Series（IPUMS）

を公開しており，その中に1850年から2000年

までのアメリカ国勢調査個票データの無作為標

本が含まれている（Rugg1eseCα工2010）．本研

究ではこのIPUMSの公開個票データを用いる．

　アメリカでは2000年の国勢調査において初

めて，世帯主と世帯構成員の関係の回答欄の選

択肢に実子（natural－born　chi1d），養子（adopted

chi1d），継子（stepchi1d）の区別が設けられた

（U．S．CensusBureau2003）．翻っていえば，そ

れまでの国勢調査では実子・養子・継子はいず

れも世帯主のr子ども」（chi1d）と記録され，3

者を区別することができない．しかし，過去に

遡ってデータを精査すると，幸いなことに

1880年から1930年までの個票データについて
は，「養子」やr継子」を含む世帯主とρ詳細

な関係が記録されている（Mori釦。hi2009）2）．

そこで本研究では実子・養子・継子のデータが

得られる1880年，1900年，1910年，ユ920年，

1930年，2000年の6時点の公開個票データ
（IPUMS）を用いて比較分析を試みる3〕、

　本データの最大の利点は，全数調査の無作為

標本であるため標本数が非常に大きく，2000

年はもとより，養子世帯の頻度が極めて低い

1880～1930年にも千単位の観察数が得られる

ことにある．また，世帯主とg関係は世帯主の

自己申告によるため，家庭裁判所の認可を得た

正式な養子（forma1adoption）だけではなく，法

の手続きを経ない事実上や慣習上の養子（infor－

maユadoption）も含まれる．これは後者の養子

が多かったとされる二十世紀初期を分析する際

には利点であり，特に黒人世帯における養子慣

行を把握する上で重要である．しかし，1880～

1930年調査では（2000年調査とは異なり）世帯

主に養子・継子・実子の区別を義務付けたわけ

ではないため，データに表れる養子：継子数に

は報告バイアスがあり，また実際数よりも過少

である可能性が非常に高い．

　さらに留意すべき点は，国勢調査では養子・

継子・実子が常に「世帯主」に対して定義され

ていることである．例えば，ふたり観世帯で父

が世帯主である場合，r養子」は養父の子，r継

子」は継父の子，「実子」は実父の子として定

義される．従って，継父と実母の子がr継子」

であり，実父と継母の子は「実子」に分類され

る．さらに，この定義によると，r養子」には

養父と養母の子だけではなく，夫が妻の連れ子

を養子にするr連れ子養子」（adoptedStep－

child）も含まれる4〕．このように，国勢調査個

票データを用いた子どもの分類には，本来なら

ば継子として分類されるべき児童がr実子」や

r養子」に分類されるという問題がある．この

ような分類上の誤差は，養子・継子・実子の比

較を行う際にその違いの過少推定に繋がり，3

者に差がないという帰無仮説を棄却しにくいバ

イアスを生む．一

　国勢調査個票データのその他の問題点として

は，調査時点の世帯構成員についての情報しか

得ら一れないため，養子や継子がいつ世帯に加わ

ったかを知ることはできず，また，すでに世帯

を離れた子どもは観察されない．このように

様々な制約はあるものの，代表性のある全国規

模のデータを用いた養子・継子の定量的な歴史

分析はこれまでになく，本研究の意義は大きい．

4．IPUMSにみる二十世紀アメリカの実子・

　養子・継子

　本節では，IPUMSのデータを用いて記述統

計を中心に実子・養子・継子の特徴をみる．以

下の分析では一，r子ども」を！8歳未満の世帯構
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表1．人種別にみた実子・養子・継子の世帯構成：1900年と2000年の比較

実子

養子

継子

実子

養子

継子

実子

養子

継子

実子

養子

継子

二親世帯　　　　　　　　単親世帯
（父母が結婚

かつ同居）　　　　　　　　死別

出所〕

注）

　アメリカ国勢調査個票の1900年2．5％標本と2000年1％標本

　（IPUMS）．

子どもとは世帯主と同居する18歳未満の者のうち，世帯主との関

係が実子，養子，または継子である者をいう．

成員のうち世帯主との関係が実子・養子・継子

のいずれかである者と定義する．従って，たと

え18歳未満の世帯構成員でも，机・・めい，

義理の一自、子・娘，孫，住み込みの徒弟や使用人

などは「子ども」に含まれない、なお，二十世

紀前半のアメリカでは人種隔離政策（raCiaユSeg－

regatiOn）の下で白人社会と黒人社会が分断さ

れ人種間の異質性が高かったため，分析は原則

として人種別に行う．また，実子・養子・継子

を比較する上で世帯の異質性をコントロールす

るため，本論文では父母が結婚しているふたり

観世帯（以下では「二親世帯」）の子どもに焦点

を当てて実証分析を行い，単親世帯を分析の対

象から外す、これによって生じるバイアスを確

認するために，まず全児童の世帯構成をみてお

』つ．

　　究

　　ではユ900年と2000年の世帯構成を対比し

　　ている．表1によると，1900年には92％

　　の白人の実子が二親世帯に属していたが，

　　2000年には79％に減少している．さらに，

　　黒人の実子をみると，二親世帯の割合は

　　1900年の82％から2000年の40％に激減

　　している．また，1900年に単親世帯に属

　　する7．8％の白人実子のうち6．2％は片親

　　の死亡に因るものだったが，2000年には

　　別居・離婚が大きな比率を占めている．黒

　　人実子の場合も，1900年には片親の死亡

　　が単親世帯の最大の理由だったが，2000

　　年には未婚と別居・離婚の比率が非常に高

　　い、これは，冒頭に述べたように，二十世

　　紀初期には継子世帯は主として実父の死亡

　　と一実母の再婚によって形成されたが，同世

　　紀末には主として実母の離婚と再婚（ある

　　いは未婚と初婚）によって形成されたこと

　　を示唆する．

　　　なお，養子と継子の世帯構成を比較する

　　と，人種・調査年にかかわらず，継子の方

が養子よりも二親世帯の属する比率が高い．二

十世紀初期には，寡婦や独身女性に．よる養子縁

組が多かったことが知られており，表1の結果

と整合的である．2000年には，白人・黒人と

もに離婚家庭に属する養子が多いご．と，また黒

人養子については未婚家庭が大きな比率を占め

ることが注目される．

　以上の考察から，分析対象を二親世帯に限定

することによって，2000年の黒人の実子と養

子に特に大きなセレクションが生じることが明

らかになった．二親世帯に属寺る児童は黒人実

子の40％と黒人養子の52％に過ぎず，これら

の児童は相対的に恵まれた環境にあると考えら

れる．しかし，単親世帯に属する実子・養子・

継子の分析は今後め課題とし，以下の分析では

二親世帯に焦点を当てる．

実子・養子・継子の世帯構成

　表1は，白人見童と黒人見章の世帯構成を実

子・養子・継子別に示したものである．世帯構

成は父母の婚姻状況によって，二親世帯（両親

が結婚かつ同居）と単親世帯（両親の別居または

離婚，片親の死亡，未婚）の4つに分類されて

いる．また，一世紀の変遷をみるために，ここ

実子・養子・継子の児童人口比　　　’

　表2は，IPUMSのデータから二親世帯に属

する児童の人口と実子・養子・継子が総児童人

口に占める比率を推計し，1880年，19！0年，

1930年，2000年について示したものである．

ただし，！880～1930年の養子・継子数は過少

報告の可能性が高く実際数の下限値だと考えた
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表2．二親世帯における実子・養子・継子の構成比：1880～2000年
」’」 ｩ。」’

人口　　　構成比 人口　　　構成比 人口　　　構成比 人口　　　構成比

自人児童 ！5，593班8　ユOO．O％ 25，2ユ8．2！8　100．O％ 32，674．106　100り％ 41，615．200　10αO％

実子 15，37Z255　　98．6％ 2吐803用ユ　　98．4％ 32，074．166　　98－2％ 3＆241．700　　91．9％

養子 4τ884　　0．3％ 68．132　　0．3％ 83．830　　0．3％ 975．700　　2．3％

継子 ユ73．839　　1．1％ 34α605　　工4％ 516．110　　1－6％ Z39τ800　　5．8％

黒人見童 2，298．147　100．O％ 2，933．179　100．O％ 3，ユOα094　ユOαO％ 3£01．700　100．O％

実子 2，2！7．956　　96．5％ 2，796．089　　95．3％ 2，96α815　　95．5％ 3，34ZOO0　　88．0％

養子 9．773　　04％ 22．830　　0．8％ 2＆785　　0．9％ 132．900　　3．5％

継子 70418　　3．1％ 1！生260　　39％一 1！α494　　3．6％ 321．800　　8．5％

出所）

注〕

アメリカ国勢調査個票の1880年5％標本，1910年1．4％標本，1930年1％標本，2000年1％標本（工PUMS〕．

子とは世帯主と同居するユ8歳未満の者のうち，世帯主との関係が実子，養子，または継子である者をいう．父母が結　’

婚している二親世帯の子のみを対象とし，アラスカ州とハワイ州に居住する世帯は含まれない．

方がよい．この点に留意しつつ推計結果をみる

と，二親世帯の白人見童については，養子が児

童人口に占める割合は1880年から2000年の間

にO．3％から2．3％に，継子の割合は1．1％か

ら5．8％に上昇している、二親世帯の黒人見童

については，養子の割合は0．4％から3．5％に，

継子の割合は3．ユ％から8．5％に増加している．

表2の結果は，二十世紀を通じて黒人社会にお

いて白人社会よりも広く養子縁組が行われてい

たことを明らかにするものであり，黒人社会を

対象とした養子の研究の重要性を示唆している．

実子・養子・継子の年齢分布

　実子は出生と同時に世帯の一員になるが，養

子（あるいは継子）は実子として生まれた後に養

子縁組（あるいは実親の結婚）によって新たに世

帯の一員となるため，一般に実子・養子・継子

の年齢は大きく異なる．そこで，図1によって

二親世帯の実子・養子・継子の年齢分布をみよ

う．1880～！930年には調査年の間に大きな差

がなく，また人種間の差も少ないたや，図1－1

はユ880～1930年をプールした年齢分布を示し，

図1－2は2000年の年齢分布を示す．面図とも，

実子の分布は緩やかな右下がりの直線を描くが，

その理由は子の年齢の上昇に伴い世帯が二親世

帯でなくなることと子が世帯を離れることの二

つに求められる．

　実子とは対照的に，継子の年齢分布はO歳か

ら14歳まで右上がりだが，これは子の年齢の

上昇に伴い実母の再婚率が高まるからだろう．

興味深いことに，養子は年齢分布が逆U字型

を示す．1880～！930年では10歳をピークに減

少に転じるが，2000年では12歳前後がピー一ク

になっている．1880～1930年に較べて2000年

には乳児の養子とteenageの養子が多いのが特

徴的であり；前者は新生見を対象とした養子縁

組，．後者は連れ子養子に対応しているものと推

測される．これに対して，二十世紀初期には乳

幼見死亡率が高く粉ミルクも発明されていなか

ったため，乳兄を養子にすることは困難であっ

た．図1は子どもあタイプによって年齢分布が

大きく異なることを示しており，以下の分析で

は児童の年齢をコントロールすることが重要に

なる．

実子・養子・継子の母子年齢差の比較

　国勢調査個票から養子・継子が世帯に加わっ

た年齢を知ることはできないが，親子の年齢差

はこの点に関する貴重な情報を含む．そこで，

母子の年齢差を実子・養子・継子別にみよう二

回2は，1880～！930年における二親世帯の母

子の年齢差の分布を白人見童と黒人見童につい

て示したものであり，図3は2000年における

同様の分布を示したものである．まず実子につ

いては，人種・調査年を問わず，母子の年齢差

は15～50歳の出産可能年齢（chi1d－bearing

age）の範囲内にあることが確認できる．次に

継子をみると，いずれの図においても，分布の

頂点が実子の場合よりも左にあり，母子の年齢

差が小さいことがわかる．これは実母の再婚に

よってある程度年長の実子が継子になることと

整合的である．
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　図1－I．実子・養子・継子の年令分布11880－1930年
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　　　　　　　出所）　アメリカ国勢調査個票の1880年5％標本，1900年2．5％標本．1910年1．4％標本，

　　　　　　　　　1920年I％標本．1930年1％標本，2000年1％標本（IPUMS〕．
　　　　　　　注）父母が結婚している二親世帯の子どものみを含み，単親親世帯の子どもは含まない．

　養子の特徴は，実子・継子よりも母子の年齢　　いが，2000年においても50歳を超える母子の

差の分散がはるかに大きい点にある．図2にみ　　年齢差が観察され，孫養子などにみられる高年

るように，1880～1930年には母子年齢差が8　　齢の養母の存在を示唆する．以下の実証分析で

歳から60歳にわたる広範囲におよび，黒人は　　は結果の頑健性をみるため，母の年齢を出産可

白人よりもさらに分散が大きい．これは養子縁　　能年齢に制限した分析も行う．

組において多様な年齢の養母と多様な年齢の児

童の組合せが存在したことを示す1ところが，　　実子・養子・継子の世帯属性

2000年になると年齢差が15歳以下の養子縁組　　　最後に，記述統計によって実子・養子・継子

が白人・黒人ともに観察されなくなる点が興味　　世帯の特徴をみておこう、表3は1900年，表

深い．図3－1によると，白人養子については母　　4は2000年の世帯属性を示す．数値に付けら

子の年齢差の範囲が15～50歳にまで狭まって　　れた星印は養子・継子世帯の平均が実子世帯の

いるが，分布の形状がいびつで（単頂ではなく）　　平均と有意に異なることを表す．1880～ユ930

二頂になっている点に注意したい．母子の年齢　　年と2000年では調査項目に違いがあり，1900

差の低い左側のピークは主に「連れ子養子」に　　年データでは姓名がわかるが教育年数や所得の

よって構成されていると推測され，2種類の異　　情報がない一方で，2000年データは（まだ個黒

質な養子縁組の混在が確認される．図3－2によ　　が未公開のため）匿名だが教育・所得について

ると，黒人養子ついては同様の混在は見られな　　詳細な情報があり，また子どもの障がい（肉体
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}2－1．母子年齢差：1880－1930年，白人児童
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図2－2．母子年齢養11880－1930年，黒人児童
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出所）　アメリカ国勢調査個票の1880年5％標本，ユ900年2．5％標本，1910年1．4％標本，ユ920年ユ％標本，1930年1％標本．2000

　　年1％栗本（IPUMS）．

注）父母が結婚している二親世帯の子どものみを含み，単親親世帯の子どもは含まない．

的・精神的・情緒的を含む）の有無がわかる．

　まず1900年について，白人・黒人見董に共

通してみられる特徴を列挙する．養子は実子に

較べて，女性比率が高く，年齢が高く，父母の

年齢が高く，母との年齢差が大きく，同一世帯

の実子数と子ども数（実子・養子・継子の合計）

がはるかに少ない．驚くべきことに，父母と姓

が同じである養子は白人が57％，黒人が43％

に留まり，1900年には約半数の養子が父母と

異なる姓のままで同居していたことがわかる．

これは，二十世紀初期には事実上の養子や年長

の児童との縁組が多かったことを示唆している．

養子世帯は実子世帯に較べて，持ち家比率が高

く，住み込みの使用人がいる比率が高く，父の

社会経済的地位（詳細な職業分類に基づいて計

算されたDuncanSocioeconomicIndex）も高く，

相対的に恵まれた世帯環境を示唆しているが，

このような特徴は1880～1930年のいずれの年

にも共通して観察される．また教育については，

養子は実子よりも就学率が低いが，同時に勤労

割合も低いことに留意したい．

　さらに興味深いのは，表3にみる養子と継子

のコントラストであろう．白人・黒人児童とも

に，継子は実子に較べて，子の年齢は高いが母

子の年齢差は低く，持ち家比率が低く，父の社

会経済的地位が低く，母の就労率が高く，父母

の識字能力（読み書きができること）が低い．な

お，1900年の母親の平均就労率は白人が2％

弱，黒人が18％と極めて低く，当時の社会規

範では専業主婦が理想とされていたため，以下

の分析では母の就労は経済的困難の代理変数と

みなす．なお，父母と姓が同じ継子は白人・黒

人ともに2割に満たないが，継子は通常，母が

再婚しても姓を変えないからであろう．教育状

況については，継子は実子に較べて識字能力が

低く，就学率が低く，また勤労割合が高いこと

を示している．

　表4は2000年における実子・養子・継子の
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表3．実子・養子・継子別にみた世帯属性11900年
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　　養子
　　継子
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出所〕　アメリカ国勢調査個票の1900年2．5％標本（IPUMS〕．

注）子とは世帯主と同居する王8歳未満の者のうち，世帯主との関係が実子，養子，または継子セある者をいう．

　父母が結婚している二親世帯の予のみを対象とし，アラスカ州とハワイ州に居住する世帯は含まれない．一

　社会経済的地位は職業に基づいたDunc㎜Socio已。onomic　Indexであり．ここでは就労者についての平均を報告している．

　星印は養子・継子の平均値が実子の平均値と統計的に有意に異なることを示す（’仙1％水準，仙5％水準，‘10％水準）．

世帯属性を比較したものである．白人見童につ

いては養子に「連れ予養子」（事実上の継子）が

混在しているにもかかわらず，・ほぼ全ての属性

について養子と継子が対照的な結果を示してい

ることに注目したい．すなわち，養子は実子に

比較して，父母の年齢が高く，母との年齢差が

大きく，世帯の子ども数が少なく，持ち家に住

む比率が高く，世帯の収入が高く，父母の社会

経済的地位が高く，父母の学歴（大卒以上であ

る割合）が高いのに対して，継子は正反対の結

果を示す．黒人見童の養子と継子についても，

結果はほぼ同様である．なお，二十世紀初期と

は異なり，2000年には6割以上の母が就労し

ており，母親の就労はもはや家計の困難を意味

しない．また，実子に較べて，養子・継子は障

がいを持つ割合が有意に高いことに注意したい．

特に，養子は実親の保護に恵まれない児童であ

り，その不遇な生育環境を反映して，何らかの・

障がいのある比率が白人・黒人見童とも1割を

超えている．教育環境については，12～17歳

時の就学率には実子・養子・継子の問にほとん

ど差はみられないが，私立校に就学する割合は

実子に較べて養子は高く，継子は低い．また，

継子は16～17歳時の勤労割合が実子よりも高

い．

　以上の結果は，単純に記述統計で平均を比較

した場合，二十世紀を通じて，人種を問わず，

養子は相対的に恵まれた世帯環境にあり，継子

は相対的に不遇な世帯環境にあったことを示す．

しかし，実子・養子・継子の間には父母の年齢

に大きな違いがあり，必ずしも家族のライフサ

イクルの同時点の比較をしているとはいえない．

また，教育についても，子の年齢や子ども数が

大きく異なり，これらの属性をコントロールし

た上での厳密な比較が必要である．

　5．二十世紀初期の養子と継子の実証分析

　本節ではユ880～1930年の国勢調査個票デー
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表4．実子・養子・継子別にみた世帯属性12000年

97．7％

97．4％冊

97．O％舳・

90．6％

7！．796＾冊

88．3％ヰ制

51．4％

48．7％＾冊

50．3％ヰ舳

5！．1％

52．3％

50．8％

73．4％

70．4％‡冊

61，996冊■

83．4％

80．5％冊

78．2％舳■

2．ユ％

2．4％冊

1．6％舳＾

O．4％

1．1％榊

O．5％

30．8％

34．9％‡冊

17．4％＾舳

18．3％

25．6％舳・

11，996‡｝

78．6％

84．3％帥ヰ

72，196ヰ冊

60．8％

76，496軸ヰ

55．39る’＾・

28．1％

29．5％帥“

1ユ．696冊ヰ

19．1％

24．5％帥ヰ

9．7％湖

35．6冊ヰ　　　　　　24．1帖‡

43．1‡帥　　　　　　　33．8‡舳

34．9＾舳　　　　　　　23．5・冊

73．419

8！，596■冊

62，932‡冊

55．681

62，643冊‡

50，265ヰ冊

4．2％

ユ！．O％■冊

7．3％榊

4．6％

13．89名抽“

6．2％榊

98．2％

97．8％ヰ

97，896冊・

98．4％

98．2％

98．7％

2，39

2．31榊

2．48’冊

2，48

2，50

2．65州

89．6％　　　　　　　　　44，4

88．2％t舳　　　　　　　47．8’仙

89．5％　　　　　　　　　38，9州ヰ

80．5％　　　　　　　　　36，3

73．8％＾舳　　　　　　　39．9冊ヰ

12．2％

14，996冊ヰ

6．3％榊

6．1％

9．8％洲

4．O％榊

39．5％

40．3％

47．5％舳

31、ユ％

30．3％

34，8％ヰ

出所）　アメリカ国勢調査個票の2000年1％標本（IPUMS）．

注）　表3に同じ．

タを用いて二十世紀初期の養子・継子の多変量

回帰分析を行う．まず，養子・継手世帯が社会

経済指標において実子世帯と有意に異なってい

たのかを検証し，次に，実子・養子・継子の就

学確率および勤労確率に有意な違いがみられた

かどうかを検証する．

5．11880～1930年の養子・継子世帯の社会経

　　済的状況

　表3の記述統計によると，二親世帯に限二足し

ても実子・養子・継子は父母の年齢や世帯構成

が大きく異なっていた．これらの要因をコント

ロールした上でも，実子・養子・継子の社会経

済的環境に違いはあるだろうか．以下では，被

説明変数に養子世帯ダミー（世帯に養子が少な

くとも1人いれば1をとる変数）および継子世

帯ダミー（世帯に継子が少なくとも1人いれば

1をとる変数）を置き，OLSによる線形確率モ

デルの推定を行う．説明変数は，父母の年齢・

世帯構成・社会経済指標を含めた観察可能な世

帯属性，および年固定効果と地方固定効果（9

districts）である5）．社会経済指標には，①父母

の識字能力②父の社会経済的地位，③母の就

労状況（就労は家計が困難であることを表す），

④住居が持ち家であるか，⑤住み込みの使用人

がいるか，の5指標を用いる．ただし，説明変

数の多くは先決性がなく高い内生性をもつため，

推定結果を養子・継子世帯の決定要因を示すも

のと解釈することはできない．すなわち，本分

析の目的はあくまでも養子・継子世帯と社会経

済指標の偏相関係数をみることにある．

　まず，表5によって白人養子世帯の推定結果

をみよう．（1）～（5）は1880年からユ930年まで

の年別の推計，（6）～（7）は！900～1930年をプ

ールした推計を示しているが，年によって結果

に顕著な差が見られないため，（6）を主要結果

とする．（7）は母の年齢を出産可能年齢（15～50

歳）に限定しても，（6）の結果が頑健であること

を示している．まず，子どもの構成についてみ

ると，養子世帯であることは実子数・継子数の

双方と強い負の相関をもち，養子は実子・継子

と代替的であったことを示している．次に，社
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表5．自火養子世帯の0LS分析：188ト1930年

被説明変数：養子世帯ダミー

1880年　　1900年

全世帯　　　全世帯

（1）　　　　（2）

1910年

全世帯
（3〕

192C年　　1930年　　　1900－1930年

全世帯　　　全世帯　　　全世帯　　母15－50歳

（4）　　　　　　　　（5）　　　　　　　　（6）　　　　　　　　（7）

実子数

継子数

父の識字ダミー

母の識字ダミー

父の社会経済的地位

母の社会経済的地位

父の就労ダミー

母の就労ダミー

持ち家ダミー

一〇．0065‡納

［一15．8ユ］

一〇．0078申舳

［皿10．61コ

ーO．0018

［一1．24コ

　0．0019

　［1．53］

一〇．0001

［一〇．61］

一〇．O0！8

［一1．48］

　O．0086軸‡

　［3．96コ

　O．0021

　［O．37］

使用人ダミー　　　　一〇．OO06

　　　　　　　　　［一〇．36］

一〇．0051舳申

［一27．27コ

ーO．0059‡帖

［一12．02コ

ーO．0017軸

［一2．05］

皿0．0003

［一〇．42］

一〇．0002・，

［皿2．10コ

　O．0015

　［1．52コ

　O．OO08

　［O．49］

一〇．0045軸

［一2．OO］

　O．0022軸‡

　［5．60］

　O．0026＾，

　［2．50］

一〇．0055‡軸

［一23．56］

一〇．0060■舳

［一9．15］

一〇．0027軸

［一2．52］

一〇．0012

［一1．20］

一〇．OO02‡

日一1．77］

一〇．OO04

［一〇．73コ

ーO．OO0！

［一〇．06］

　O．0026

　［ユ．45］

　O．0029i冊

　［6．29］

一〇．0022‘

［一1．77］

一0．0023‡帥

［一13．76］

一〇．0021帖ヰ

［一4．59］

一〇．0012

［一1．28コ

　C．OOOO

　［0．04コ

ーO．OO03‡柚

［一3．67］

　0．OO05

　［1．01］

　O．0020

　［1．19コ

ーO．0018

［一！．48］

　C．0011帖‡

　［3．03］

　O．C042帥

　［2．24］

一0．0043‡抽

［一2i．ユO］

一0．0037冊，

［一4．83］

一〇．0022

［皿1．60コ

ーO．0020

［一1．47］

一C．OO02帖

［一2．22］

一〇．0002

卜O．49コ

ー0．0038

［一1．34］

　O．0015

　［O．92］

　O．0013帖ヰ

　［3．！ユ］

　O．00ユ6

　［O．89］

一〇．0044‡舳

［一仏．02コ

ーO．0045‡帖

［一14．82］

一〇．0020冊’

［一3．86］

一〇．C008＾

E－1．83コ

ーO．OO03帖‡

［一5．14コ

　0．OO02

　［O．55］

　O．OO01

　［O．14］

一〇．OO01

［一0．08］

　O．0019’榊

　［9．06］

　O．0022曲＾

　［3．22コ

一〇．0042，帥

［一42．88〕

上0．0045帖ヰ

［一14．71］

一〇．0015＾冊

［一3．12］

一〇．0010冊

［皿2．37コ

ーO．OO03舳・

［一6．14コ

ーO．OO01

［一〇．55］

　O．0004

　［O．38］

　O．OO07

　［O．80］

　O．O0！6＾舳

　［8．02コ

　O．0017＾・i

　［2．60コ

標本世帯数

養子世帯数

養子世帯比率

決定係数

53．578　　　　　195．924

　457　　　　　　　1．302

0．0085　　　　　　0．0066

0．0196　　　　　　0．0167

135．695

　994
0．0073

0．0171

114，2I6　　　　　132．127　　　　　577．962　　　　　537，808

　353　　　　　732

0．0031　　　　　　0．0055

0．0085　　　　　　0．0124

3．381　　　　　　2．605

0．0058　　　　　　0．0048

0．0137　　　　　　0．0109

出所〕

注）

　アメリカ国勢調査個票のユ880年5％標本，ユ900年2．5％標本，19ユO年ユ．4％標本，！920年1％標本，1930年1％標本

　（IPUMS）．

母集団は実子，養子，または継子のいる二親世帯であり，世帯の人種は世帯主の人種によって定義される．

説明変数には，成年・未成年人数，父母の年齢（とその二乗），移民ダミー，農村ダミー，都市圏ダミー，地方固定効果（9

地方），牢固定効果，定数項宇合む。…は1％。軸は5％，’はユO％の水準で有意であることを表し。カッコ内の数値は士

統計量である．

会経済的指標をみよう．ここで注目すべき結果

は，父母の年齢をコントロールすると，養子世

帯は持ち家・使用人とは正の相関を示すが，父

母の識字能力・父の社会経済的地位とはむしろ

負の相関を示す点である．これは，養子世帯が

実子世帯に較べて全ての社会経済指標で優位に

あったわけではないことを示す．

　表6は白人継子世帯についての推定結果を示

す．年別の推計結果に大きな違いがなく，継子

は実子・養子と高い代替性を示す．（6）の社会

経済指標をみると，継子世帯は父母の識字能

力・父の社会経済的地位・母の非就労・持ち

家・使用人の5指標全てについて，強い負の相

関を示している．すなわち，父母の年齢をコン

トロールしても，養子世帯は相対的に困難な社

会経済状況にあることが示され，継子が養子・

実子に較べてはるかに不利な養育環境にあった

ことが明らかになった．

　表7は黒人養子世帯の推定結果を示している．

黒人世帯はマイノリティーであり白人世帯に較

べて観察数が少ないため，有意な結果が少ない．

1900～1930年をプールした（6）の結果をみると，

白人世帯の場合と同様に，養子は実子・継子と

高い代替性を示す．社会経済指標では，持ち家

の係数は正で有意だが，その他の指標はいずれ

も（養子世帯が相対的に恵まれていることを示

す符号ではあるが）有意ではない．これらの結

果は，黒人養子世帯は平均的な二親世帯と同等，

もしくはわずかに恵まれた社会経済環境にあっ

たことを示している．

　表8は黒人継子世帯の推定結果を示している．

表8の（6）によると，白人世帯と同様に，継子
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表6．自火継子世帯の0LS分析：188ト1930年

11

被説明変数：継子世帯ダミー

1880年　　1900年

全世帯　　　全世帯

（1）　　　　（2）

1910年

全世帯
（3）

1920年　　1930年　　　　1900－1930年

全世帯　　　全世帯　　　全世帯　　母15－50歳

（4）　　　　　　　（5）　　　　　　　　（6）　　　　　　　　（7）

実子数

養子数

父の識字ダミー

母の識字ダミー

父の社会経済的地位

母の社会経済的地位

父の就労ダミー

母の就労ダミー

持ち家ダミー

一〇、0124｝，

［皿22．74］

一〇．0322・‘’

［一8．40］

一〇．0084’｝

［一2．87］

一〇、0053｝

［一2．03］

一〇．0019・舳

［一6．04コ

　O．C030

　［0．97］

　O，0118｝

　［2．53］

　O．0022

　［O．22］

使用人ダミー　　　　　一〇．0062‘舳

　　　　　　　　　［一2，74コ

一〇．0155．｝

［一53．37］

一0．0307・＾・

［一10．69コ

ーO．0092‘“

［一5．67コ

ーO．0055｝‘

［一3．86］

一〇．0019，｝

［」11．33］

一〇．0013

［一〇．93コ

　O．0080・｝

　［3．56コ

　O，0083‘

　［L86］

一〇．0022｝．

［一3．ユ4］

一〇、0089｝．

［一6．96］

一〇．0178“’

［一47．46］

一〇．0369．｝

［皿9．86］

一0．0119t・．

［一5，48］

一0．0088‘・‘

［一4．48］

一〇．0030■“

［一15．56］

　O．0006

　［O．41］

　O．0086川

　［2．28］

　O．0！22・＾・

　［2．98コ

ーO．0040‘舳

［一4．63］

一〇．0065｝‘

［一3．55］

一〇．0129｝・

［一35．30コ

ーO．0230‘帖

［一4．27］

一〇、0052｝

［一2．55］

一〇．0047｝

［一2．46］

一〇．0032｝・

［一16．38］

　O．0005

　［0．37コ

　O．0133｝・

　［4．08］

　O．0135｝．

　日2．87］

一〇．0024…

［一2．82コ

ーO．0033

［一1，33コ

一〇．0175｝，

［皿44．55］

一〇．0305’・‘

［一7．68］

一〇．0177｝‘

［一5．61］

一〇．0073｝

［一2．42］

一0．0041｝．

［一20．22］

一0．0014

［一1，24コ

　0．0156“’

　［3．98］

　O．0191｝’

　［4．34］

一〇．0043｝，

［一4．76］

一〇．0074“｝

［一2．82］

一〇、0159｝．

［一91．37］

一〇．0303…

［一16．35コ

ーO．0104帖’

［I9．86コ

ーO．0065・‘‘

［一6．84］

一〇、0030‡｝

［一32．12］

一〇．OO05

［一〇．79］

　0．0110・・．

　［7．15］

　O．0！46冊・

　［6．65］

一〇．0030’’’

一一7．40］

一〇．0067｝’

一一7．57］

一〇．Oユ60‘‘‘

［一89．71］

一〇．0359．｝

［皿17．11］

一〇．O1OO＾・・

［一9．02コ

ーO．0070＾・・

［一6，90コ

ーO．0032’“

I－32．57］

一〇．OO06

［一0．87］

　O．0120｝‘

　［6．53］

　0．0149，｝

　［6．51］

一0．0030，・・

［一7．18コ

ー0．0068‘‘・

［一7，42コ

標本世帯数　　　　　　　53，578

継子世帯数　　　　　　　1，075

継子世帯比率　　　　　　O．0201

決定係数　　　　　　　　O．0299

195．924　　　　　135．695

3．809　　　　　　　3．169

0．0194　　　　　0．0234

0．0386　　　　　0．0453

114．216　　　　　132．127　　　　　577．962　　　　　537．808

1．998　　　　　　　3．206

0．0175　　　　　　0．0243

0．0292　　　　　　0．0365

12．182　　　　　　11．586

0．02ユ1　　　　　　O．0215

0．0371　　　　　　0．0388

　　注）表5に同じ．

は実子・養子と高い代替性を示す．社会経済指

標についても，継子世帯は使用人を除く全ての

指標で強い負の相関を示し，黒人社会において

も継子が養子・実子に較べて不利な養育環境に

あったことを示している．

　以上の結果をまとめると，二十世紀初期には，

白人・黒人社会ともに実子・養子・継子の3者

の間に強い代替性がみられた．白人の養子世帯

は，父母の教育と父の社会経済的地位では平均

的二親世帯に劣るが，持ち家と使用人の比率で

は便り，指標によって結果が分かれた．黒人の

養子世帯については観察数が小さいこともあり，

持ち家比率が高いほかは平均的世帯と有意な差

はなかった．これらの結果は，白人養子世帯に

は負の選別はみられず，黒人養子世帯には弱い

正の選別があったことを示す．これとは対照的

に，継子世帯は人種を問わずほぼ全ての社会経

済指標において平均的な二親世帯に劣り，強い

負の選別が確認された．これは二十世紀初期に

は，継子世帯が主として父の死亡と母の再婚の

結果に形成されたという事実と整合的である．

5．21900～1930年の実子・養子・継子の教育

　　環境

　前節の分析では，二十世紀初期には養子の世

帯環境は実子に必ずしも劣るものではなかった

が，継子は実子よりも不利な世帯環境にあった

ことが明らかになった．このような世帯環境の

違いは，子どもの教育に影響を与えると考えら

れるが，同時に，実子・養子・継子の間では年

齢分布や性別比，さらに兄弟数が異なるため単

純な比較はできない．そこで本節では，観察可

能な子どもの属性や世帯の属性をコントロール

した上でもなお，実子・養子・継子への教育投

資が有意に異なるかどうかを検証する．

　以下では，子どもの就学（schoo1attendance）

および勤労（1abor　force　participation）の2種類

のアウトカムを被説明変数として，OLSによ

り線形確率モデルを推定する6〕、1880年データ

は持ち家の情報がないため利用せず，母集団は
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表7．黒人養子世帯の0LS分析11880～1930年

被説明変数：養子世帯ダミー

1880年

全世帯
　（1）

1900年

全世帯
　（2）

1910年　　1920年

全世帯　　　全世帯

　（3）　　　　（4）

！930年

全世帯
　（5）

1900－1930年

全世帯　　母15－50歳

　（6）　　　　（7）

実子数

継子数

父の識字ダミー

母の識字ダミー

父の社会経済的地位

母の社会経済的地位

父の就労ダミー

母の就労ダミー

持ち家ダミー

使用人ダミー

一〇．0070…

［一6－21コ

ーO．0089・｝

［一5．98］

　0．0039

　［1．04コ

ーO．0060

卜143］

　O．0002

　［O．11］

　O．0063

　［1．20コ

ー0．0096

卜0．7！］

一〇．0070

［一1石3］

0．0059

［O－65］

一0．0105・｝

［一1471］

一〇．0144■｝

［一10棚］

一0．OO11

［一0－60］

　O．0024

　［ユ．28］

　0．0015

　［1．19］

一0，000ユ

トα05］

一〇．0127

［一ユ無］

　O．0001

　［α04］

　O．0060…

　［Z62］

　O．0182

　［1研］

一0．0125．｝

卜1384］

一〇．0143‘舳

［一7．68］

　O．0021

　［O．82］

　O．0023

　［0．87コ

　O．0013

　［1．04］

　O．0031

　［1．16］

　O．0102

　［O－82コ

ーO．0023

［一〇石2］

　0．0065｝

　［2．25コ

　O．0048

　［0－27コ

■α0086帖’

［一9．45コ

ーO．0109・｝

［一6－13］

一〇0001

トO．03］

一〇．0005

［一0－17］

　O．00ユ7

　［128］

一〇．0032

［一1．38］

　0．0160｝．

　［480］

　O．0077’

　［1硯］

　O．0043

　［1．33］

　0．0418

　［α67コ

一0．0139｝■

［一12．68］

一〇．0172｝．

［一7．7C］

一〇．0004

［一α10コ

ー0．0073

卜133コ

ー0．0011

［一〇．90］

　O．0062

　［1．55］

　O．0052

　［α29］

一〇．0113・

［一1幽］

　O．0108・・

　［2．51］

一〇．0053

卜α13］

上0．01ユ3｝．

［一2552］

一〇．Oユ42｝・

［一16．04］

　0．0004

　［α34コ

　0．OO19
　［1．44］

　O．OO09

　［1疏］

　O．0024
　［1．54コ

ー0．0010

［一α16コ

ー0．0020

［一092］

　0．0067’｝

　［4．46］

　O．0116

　［！22］

一〇．0107…

［一2439コ

ー0．0138‘｝

［一ユ5－88］

一0．0001

卜O．06］

　O．0010

　［O－80コ

　O．0009

　［1．38］

　O．0016

　［1．1O］

一〇．0004

卜α06］

一〇．0021

卜1り2］

　O．0049．・・

　［3．35］

　O．0154

　［1．57］

標本世帯数

養子世帯数

養子世帯比率

決定係数

τ035

　78
0．01！1

0．0347

2α951

　304
0．0145

0．0336

15．951　　　　　102！7

　307　　　　！31
α0192　　　　　　0」〕128

0．05！9　　　　　　0．0315

10，577

　243
0．0230

0．0565

5τ696　　　　　　54．546

　985　　　　803
0．0171　　　　　0．0147

0．0397　　　　　　0．0325

表8．黒人継子世帯のOLS分析：188ト1930年

被説明変数：継子世帯ダミー

1880年

全世帯
　（1）

1900年

全世帯
　（2）

1910年　　1920年

全世帯　　　全世帯

　〔3）　　　　（4）

1930年

全世帯
　（5）

1900－1930年

全世帯　　母15－50歳

　（6）　　　　（7）

実子数

継子数

父の識字ダミー

母の識字ダミー

父の社会経済的地位

母の社会経済的地位

父の就労ダミー

母の就労ダミー

持ち家ダミー

使用人ダミー

一0．0274…

卜1全22］

一0．0691｝・

［一647］

一〇．0071

［一〇．91］

一〇．0157．

［一1．93］

一0．0058，

［一！．78］

一〇．0！04

［一1．37］

　O．0357．

　［1．88］

　0．0091

　［0．94］

一〇．0099

［一α61コ

一〇．0355・・‘

［一3！81］

一〇」〕867・舳

ト1Z73］

一0．0073・・

［一2」04］

一0．0125・“

［一337コ

ー0．0024

［一1．46コ

　O．0030

　［O棚］

　O．0185

　［1．61］

　0．OO13

　［022コ

ーO．0066’

［一！”］

一0．0095

［■α73コ

一〇．0385・‘・

［一28．94コ

ー0．0736“‘

［一707コ

ーO．0135・．’

［一Z92コ

ー0．0136’“

［一2．90］

一0．0053｝．

［一2．93］

一〇．0C05

［一〇一14コ

　O．0601‘“

　［4．08］

　0．0186・｝

　［3．08］

一〇、0039

［一〇．88］

一〇．0343・

［一1．76］

一〇．0283・，・

［一19，65］

一〇．0599．｝

［一5．73］

’0．0071

［一1．35］

一0．0077

［一127］

一〇．0002

［一〇．11］

一α0／30・＾・

［一2－86コ

　O．0389｝．

　［2．62コ

　O．0338．｝

　［3．85］

一0．0！04・・

［一2．／5］

’O．0579・・■

［一3〃］

一〇．0355・川

［一23．52］

一〇．0700…

［一6．99］

一〇．0146・・

［一2－33］

一0．00u

トO－15］

一〇．0045・・

［一2．54］

一〇．0081帥

［一2．28］

　0．0221

　［O．92］

　0．0240・・．

　［3．OO］

一〇．0253・｝

［一生94］

　O．0124

　［O．24］

一0．0348｝．

［一52－52］

一〇．0739’｝

［一15．72コ

ーO．0097・・．

［一4．20コ

ーO．01！4“’

［一481］

一0．0033｝・

［一3．54コ

ーO．0040｝

ト2㎎］
　O．0284・・■

　［3－62］

　O．0！77・｝

　［528コ

ー0．0096．｝

［一4．34コ

ーO．0126

［一123］

一0．0356‘．・

［一5Z36］

一〇り846・＾・

［一15．96］

一〇．0096，・・

［一4．02］

一0．0124帥・

［一5．04］

一0．0034■・＾

卜3．56］

一〇．0039’

［一1．95コ

　O．0330‘｝

　［4．04］

　0．0168…

　［487］

一〇．0093■・・

ト4℃1コ

ーO．0098

［一〇．92］

標本世帯数

継子世帯数

継子世帯比率

決定係数

7．035

　4！7

0．0593

0．0628

20．951

1．198

0．0572

0．0973

15．95ユ　　　　　　1α217

1．033　　　　　　　　496

0－0648　　　　　　α0485

0．1103　　　　　　0．0830

1α577

　640
0．0605

0．0980

5Z696　　　　　　54．546

3367　　　3239
0．0584　　　　　0．0594

0．0955　　　　　0．1017

出所〕

注）

　アメ■」ヵ国税調査個票の1880年5％標本、190Q年2．5％標本，1910年14％標本，1920年1％標本，！930年1％標本

　（IPUMS〕．

表5に同じ．
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1900～1930年の二親世帯に属する実子・養子・

継子とする．また，勤労状況はユ0歳以上の児

童についてのみ情報が得られる．子どものタイ

プによって就学・勤労確率が異なるかどうかを

検証するために，説明変数に養子ダミーと継子

ダミーを含めた以下の2つのモデルを比較する．

第1のモデルでは，年・地方固定効果のほかに

は，児童本人の基本的属性（年齢・性別）のみを

コントロールする．第2のモデルでは，児童の

基本的属性に加えて，兄弟構成（出生順位・兄

弟姉妹数・5歳未満弟妹数）や世帯の社会経済

指標（前節で用いた5指標）を始めとする観察可

能な世帯属性を全てコントロールする7〕、

5，2．1白人児童の就学と勤労

　表9は白人児童についての推定結果を示す．

（1）から（8）までが就学ダミー，（9）から（！2）ま

でが勤労ダミーを被説明変数とするが，就学に

ついては年齢グループ別と男女別の推定，勤労

については男女別の推定をそれぞれ行っている．

　初めに，本人の属性のみをコントロールした

第ユのモデルの結果をみよう．（1）によると

6～11歳の白人児童の平均就学確率は83．3％だ

が，養子は3，7パーセンテージ・ポイント（以

下ポイント），継子は1．1ポイント平均よりも

就学確率が低い．また（3）によると，！2～17歳

の白人児童についても養子は2．6ポイント，継

子は6．9ポイント就学確率が低く，（5）と（7）に

よれば同様の傾向が男女双方に見られる．さら

に，（9）によると10～17歳の白人男児の平均勤

労確率は8．4％だが，養子は平均より1．4ポイ

ント勤労確率が低いのに対して，継子は逆に

3．Oポイント高い．また（11）の示すように，

10～17歳の白人女児の平均勤労確率は22．8％

だが，養子には有意な差がないのに対して，継

子の勤労確率は5．2ポイントも平均より高い．

すなわち，白人見童については，同姓同年齢の

実子に較べると養子・継子はともに就学確率が

有意に低いことが明らかになった．継子につい

ては予期された結果であるが，養子については

（世帯環境が劣っているわけではなく）驚くべき

結果である．一方，勤労確率については，養子

は実子と差がないかむしろ低いが，継子は実子

よりはるかに働いている確率が高いことがわか

った．この背景には，継子が相対的に困難な世

帯環境にあることが考えられる．

　そこで，第2のモデルで世帯属性をコントロ

ールした結果をみよう．まず，どの回帰式にお

いても，父母の識字能力・父母の社会経済的地

位・母の非就労・持ち家・使用人はいずれも，

子の就学確率を引き上げ，勤労確率を引き下げ

る「望ましい」効果を持つことが確認できる．

また，出生順位が高く兄弟数が少ないほど，子

の就学確率が高く勤労確率が低いことも確認で

きる．養子・継子ダミーに注目すると，兄弟構

成と社会経済的環境をコントロールすることに

よって結果に大きな変化が見られたのは，6～

11歳の継子の就学確率が，（1）では平均より低

かったが，（2）では有意な差がなくなったこ一と，

そして10～17歳の男性養子の勤労確率が，（9）

では平均より低かったが，（1O）では差がなくな

ったこと，の2点である．その他のアウトカム

については，基本的には第1のモデルと同様の

結果が示され，養子についてはむしろ実子との

差が拡大した．換言すれば，兄弟構成や経済条

件が同一の実子と比較してもなお，養子・継子

は有意に就学確率が低く，継子については勤労

確率も高いことが明らかになった．

5．2．2黒人児童の就学と勤労

　表10は1900～1930年の黒人見童についての

推定結果を示す．まず，子の年齢・性別のみを

コントロールした第1のモデルをみよう．（1）

によると6～11歳の黒人見童の平均就学確率は

62．8％であり，実子・養子・継子の間に有意な

差は見られない．（3）によると，12～17歳の黒

人児童については，養子には有意な差はないが，

継子は平均の65．9％よりも6．3ポイント就学確

率が低い．さらに（5）と（7）によれば，継子の就

学確率は男児が2．3ポイント，女児は4．9ポイ

ントも平均を下回っている．勤労については，

（9）によれば10～17歳の黒人男児の平均勤労確

率は29．0％だが，養子の勤労確率は平均より

6．2ポイント低く，継子は有意な差がない．ま

た（1！）に示すように，黒人女児の平均勤労確率

は45．2％だが，養子については平均と有意な

差がないのに対して，継子の勤労確率は3．2ポ

イント高い．すなわち，黒人児童については，

同年齢の実子に較べると，養子は就学確率に差

がなく男児のみ勤労確率が低いが，継子は就学
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被説明変数

養子ダミー

継子ダミー

女性ダミー

出生順位

兄弟姉妹数

5歳未満弟妹教

父の識字ダミー

母の識字ダミー

父の社会経済的地位

母の社会経済的地位

父の就労ダミー

母の就労ダミー

持ち家ダミー

使用人ダミー

標本児童数

就学または就労児童数

就学または就労比率

決定係数

就学ダミー

小学校（6－11歳）　　　中学高校（12－！7歳）

（1）　　　　　　　　（2）　　　　　　　　（3）　　　　　　　　（4）

■O．0374‘｝

ト3．86］

一〇．0107・｝

［一2．73］

一0．0034・舳

［一3－66］

518．897

432373

0．8333

0．1783

一0．0388・｝

［■4．0エコ

ーO．0032

［一0－83］

一〇．0034．｝

［一3－69コ

　O．OO07

　［1．06コ

　O．0014｝■

　［3．79コ

ーO．3804

［一1．37コ

　O．0496‘｝

［2060］

　O．0571｝‘

［24，93］

　O．0043・｝

［18，32コ

　0．0067’｝

　［5．96］

　O．015C｝．

　［3－36コ

ー0．0283｝．

［一6－96］

　0．0193・．・

［19．69］

　0．0061’’

　［2．17］

518．897

432．373

0．8333

0．1864

一〇．0261・・

［一2－37］

一0．0686・舳

E－17．52コ

ー0．0237帖，

［一20．62］

423351

329．227

0．7777

0．1894

皿0．0521“・

［一4．80コ

ーO．0700｝．

［一18－07］

一0．0241｝t

［一21．36］

　O」0195‘“

　［21．06コ

ーO．0111…

［一30－63］

一〇、1967‡｝

ト793］

　O．0597帖・

　［2091］

　0．0560’｝

　［20．89］

　O．0157・・■

　［55．53］

　O．0090・｝

　［6．92］

一〇．0259．｝

［一5－84］

一0．0340・｝

［一7．11コ

　O．0585｝．

　［48－71］

　O．0645．｝

　［20－53］

423．351

329．227

0．7777

0．2221

就学ダミー

男児（6－17歳）　　　　　女児（6－17歳）

（5）　　　　　　　　（6）　　　　　　　　（7）　　　　　　　　（8）

一〇．0326｝．

ト326］

一〇．042！｝・

［一10．24］

462．962

377729

0．8159

0．1642

一0．0468・‘‘

［一4．71］

一0．0398‘｝

［一9．74］

　O．0082．・・

　［エ1．55］

一0．0049帖．

卜13．06コ

ーO．2141…

［一8．17］

　O．0543“’

　［20．34］

　0．0594．“

　［2342］

　0．0092｝．

　［3548コ

　O．0090｝．

　［7．41コ

　O．0047

　［1．04］

一〇．0365｝・

卜8－19］

　0．0330．｝

　［30，29］

　O．0230｝．

　［7危6］

462．962

377729

C，8159

0．1797

一0．0302…

［一2．82コ

ーC．0474…

［皿12，／0］

479．286

383．869

0．8009

0．1861

注〕母集団は1900－1930年の二親世帯に属する白人の実子・養子・継子である．

　　第1モデルの説明変数は，子の年齢（とその二乗），地方固定効果（9地方〕，牢固定効果，および定数項を含み，第2モデルには，

　　村ダミー，および都市圏ダミーを含む．

　　星印は有意水準を示し（仙‘1％水準，’’5％水準，‘ユO％水準），カッコ内はf統計量を示す．

’0．0405．｝

［一3－80コ

皿0．0444｝・

［一11．35コ

　　　　　　　　　　　　　　　　崖
勤労ダミー

男児（1O－17歳）　　　　女児（1O一ユ7歳）

（9）　　　　　　　（10）　　　　　　　（！1）　　　　　　　（12）

…O．0145｝

［一1．96］

　0．0304｝．

　［8．06コ

O．0105

［1、ψ］

0．0276｝．

［741］

　O．0079｝，　　　　　　　　　　　　　一0．0067・＾‘

　［11．！5］　　　　　　　　　　　　　［一10．37］

一〇．0051・“　　　　　　　　　　　　　　　0．0095｝・

［一13－44］　　　　　　　　　　　　　　　　［28．31コ

ーO．2555’・・　　　　　　　　　　　　　一〇．0885・｝

［一3．46コ　　　　　　　　　　　　　　　［一5．77］

　O．0537・｝　　　　　　　　　　　　　一0．0292．＾・

　［20－56］　　　　　　　　　　　　　　　［一10－82］

　O．0511｝・　　　　　　　　　　　　　一0．0303‘“

　［20－65］　　　　　　　　　　　　　　［一11．91］

　O．0096‘｝　　　　　　　　　　　　　山0．0090・｝

　［36．81］　　　　　　　　　　　　　　［一39，27］

　O．0076｝i　　　　　　　　　　　　　－O．0313・｝

　［6．06］　　　　　　　　　　　　　　［一22－64］

一0．0021　　　　　　　　　　　　　　0．0230．｝

［一〇一45コ　　　　　　　　　　　　　　　　［6－01］

一〇．0284．｝　　　　　　　　　　　　　　　0．1884“．

［一6－37］　　　　　　　　　　　　　　　　［31．78コ

　0．0398’｝　　　　　　　　　　　　　一〇．0304冊．

　［36－53コ　　　　　　　　　　　　　　　［一15．80］

　O．0347｝．　　　　　　　　　　　　　一0．C237｝．

　［11石4］　　　　　　　　　　　　　　　［一23．20］

479．286

383．869

0．8009

0．1995

28a833

25．093

0．084！

0．1082

286．833

25．093

0．0841

0．1458

一0．0025

卜0－20］

　0．0518‘“

［11．15］

298．536

6＆007

0．2276

0．2484

0．0190

［！．53］

0．0561帖‘

［12．17］

一0．0199．｝

［一2128］

　O．017C‘｝

　［38－44］

　O．1850．．

　［2．43］

一〇．0450｝・

［一13．83］

一〇、0542…

［一17．87］

一0．0186．｝

［一60－20コ

ー0．0246帖‘

［一15．09］

　O．0975｝・

　［1a29］

　O．1520・“

　［25．27］

一0．0705．｝

［一20．40］

一〇．0205“．

［一1492コ

298．536

68，007

0．2276

0．2754

さらに父母の年齢（とその二乗），成年・未成年人数，移民ダミー，農



被説明変数

養子ダミー

継子ダミー

女性ダミー

出生順位

兄弟姉妹数

5歳未満弟妹教

父の識字ダミー

母の識字ダミー

父の社会経済的地位

母の社会経済的地位

父の就労ダミー

母の就労ダミー

持ち家ダミー

使用人ダミー

標本党董数

就学または就労児童数

就学または就労比率

決定係数

就学ダミー

小学校（6－11歳）

（1）　　　　（2）

一0．0073

トO－36］

一〇．0039

［一α42］

一〇．0157冊・

［一4．35］

60．290

37，86ユ

O．6280

0．1710

一0．0254

［一1．24］

　O．0004

　［α05］

一C．0138｝．

一一3．90コ

　0．00ユ4

　［O．69］

」0．0046“‘

［一3．62］

　O．0509

　［1．46］

　O．0474‘‘’

［1O．97］

　0．0脳4舳

［18．43］

　O，0096｝・

　［5．53］

　O．0266｝’

　［7．35］

　α0428舳

　［2．28コ

ーO．0343帖’

［』5．52］

　0．0551‘・‘

［13．34］

一〇．0552・‘

［一222］

60．290

37．861

0．6280

0．1958

表10．黒人児童の就学と勤労の0LS分析：1900～1930年

就学ダミー

中学高校（！2－17歳）　　　　男児（6－17歳）

（3）　　　　　　　　（4）　　　　　　　　（5）　　　　　　　　（6）

一〇．0045

［一021］

一〇．0630“・

［一6．94］

一0．0740帖・

［一17．55］

45．864

30，22ユ

0．6589

0．1014

一〇．0221

［一1℃1］

一〇．0579・・．

［一6．33］

一〇、0740‘・‘

［一17．78］

　0．00ユ9

　［O．56］

一0．OO06

［一〇．54］

一〇．！398・｝

［一4．19］

　O．0542帖・

　［1O．77］

　0．0674，｝

　［12．70］

　O，0134．｝

　［6．41］

　O，0330‘杣

　［8．05］

　α0082
　［041］

一〇．0698“’

［一g．60］

　O．08！5’杣

　［1ア82］

一0．0501

［一1．59］

45．864

3α221

0．6589

0．1273

　O，0039

　［O．20］

皿0．0230川

［一Z49コ

52．974

35、ユ23

0．6630

0．1343

一〇、0209

卜！．07］

一〇．0！80，

［一195］

一〇、0079’舳

［一3．50］

　O，0004

　［O．34］

一〇．1767…

［一5．21］

　O，0435＾＾・

　［9．44］

　O．0732．｝

［15．05］

　O．0086・・．

　［460］

　O，0314’杣

　［8．26］

　O．0381｝

　［1．98］

一〇．0594帖’

［一8．96］

　O．0687’舳

［ユ6，05］

一0．0267

［一094］

52．974

35．123

0．6630

0．1587

注）母集団は1900－1930年の二親世帯に属する黒人の実子・養子・継子である．

　　第1モデルの説明変数は，子の年齢（とその二乗），地方固定効果（9地方），牢固定効果，および定数項を含み，

　　農村ダミー，および都市圏ダミーを含む、

　　星印は有意水準を示し（’’・1％水準，・・5％水準，’1O％水準），カッコ内は丘統計量を示す．

女児（6－17歳〕

（7）　　　　（8）

一〇、0166

［一〇．72］

一〇．0486冊’

［一5．20］

53，王80

32．959

0．6198

0．1390

■O．0237

〔一1．03コ

ーO．0435｝・

［一4，64］

勤労ダミー

男児（10－17歳）　　　　女児（10－17歳）

（9）　　　　　　　（1O）　　　　　　　（1！）　　　　　　　（12）

一〇．0615．｝

卜2．71］

　0．0155

　［145］

一〇．0049

［一〇、25］

　O．0192＾

　［1．89］

O．0133

［048コ

O．0321・｝

［299］

O．0377

［1．39］

O．0462｝．

［4．39］

　O．0025　　　　　　　　　　　　　　　　0．OO15　　　　　　　　　　　　　　　－O，0075・．

　［1．08」　　　　　　　　　　　　　　　　［O．50］　　　　　　　　　　　　　　　［一2．25］

一〇、0023｝　　　　　　　　　　　　　　　O．0125“’　　　　　　　　　　　　　　O．0131・｝

［一2．02］　　　　　　　　　　　　　　　［！0．39］　　　　　　　　　　　　　　　［10，28］

　O．1154　　　　　　　　　　　　　　－O．0283　　　　　　　　　　　　　　　0．0145

　［O．68」　　　　　　　　　　　　　　　［一〇．83コ　　　　　　　　　　　　　　　　［O．09］

　O，0560・＾・　　　　　　　　　　　　　一〇．0025　　　　　　　　　　　　　　　－O．O104’

＝11．95］　　　　　　　　　　　　　　［一046］　　　　　　　　　　　　　　［一1，83］

　O．0784‘・＾　　　　　　　　　　　　　一〇．0543＾・■　　　　　　　　　　　　　一〇．0469＾＾．

［15．80］　　　　　　　　　　　　　　　［一9．63］　　　　　　　　　　　　　　　［一7．83］

　O．0137帖’　　　　　　　　　　　　　O．0023　　　　　　　　　　　　　　　0．OO07

　［7．10］　　　　　　　　　　　　　　　　［1，22］　　　　　　　　　　　　　　　　［O．29］

　O，0268帖・　　　　　　　　　　　　　一〇．0279…　　　　　　　　　　　　　　一〇、0162・帖

　［6．85］　　　　　　　　　　　　　　　［一5．84］　　　　　　　　　　　　　　　［一3．02］

　O．0241　　　　　　　　　　　　　　　0．1197・‘’　　　　　　　　　　　　　O，1245｝‘

　［1，24］　　　　　　　　　　　　　　　　［6石7］　　　　　　　　　　　　　　　　［5．23］

一〇．0419舳’　　　　　　　　O．3306“‘　　　　　　　　O．2305‘舳

1二一6．20］　　　　　　　　　　　　　　　［40．31］　　　　　　　　　　　　　　　　［27．00］

　O，0660’＾・　　　　　　　　　　　　　　O．0439　　　　　　　　　　　　　　　　0．0167

［14，93］　　　　　　　　　　　　　　　　［1，22ユ　　　　　　　　　　　　　　　　［α48］

一〇．C768．｝　　　　　　　　一〇．0817’｝　　　　　　　　一〇．0526．｝

「皿2．84］　　　　　　　　　　　　　　［一！6．65］　　　　　　　　　　　　　　　［」9．68］

53．180

32．959

0．6198

0．1632

31．841

9．292

0．2896

0．1183

第2モデルはさらに父母の年齢（とその二乗），

31．841

9292

0．2896

0．2384

32．038

14．489

0．4521

0．2061

32．038

14．489

0．4521

0．2753

成年・未成年人数，父母の移民ダ…

㌫



　16　　　　　　　　　　　　　　　　　　経　　済

確率が低く，特に女児については勤労確率も高

いことが明らかになった．

　次に，黒人見童についても第2のモデルの結

果をみよう．まず，父母の識字能力・母の社会

経済的地位・母の非就労は，白人見童の場合と

同様に，いずれも子の就学確率を引き上げ，勤

労確率を引き下げる効果を持つ．父の社会経済

的地位と持ち家であることは，子の就学確率を

引き上げるが，勤労確率には有意な効果がない．

また，兄弟数が少ないほど子の就学確率が高く

勤労確率が低い．

　養子・継子ダミーに関しては，世帯属性をコ

ントロールする二とで結果に変化があったのは，

lO～17歳の男児について，養子の勤労確率が，

（9）では平均より低かったが，（10）では差がな

くなったこと，そして継子の勤労確率が，（9）

では有意な差はなかったが，（10）では平均より

1．9ポイント高くなったこと，の2点である．

つまり，養子については有意な差が観察されな

くなり，継子については男女ともに就学確率が

低く，勤労確率が高くなった．換言すれば，世

帯属性をコントロールすると，実子に較べて，

黒人養子の教育環境には差はなかったが，黒人

継子ははるかに困難な教育環境にありた．

　二十世紀初期の養子と継子を対象とした分析

結果をまとめると，以下のようになる．第1に，

白人・黒人見童とも，継子は本人の属性と世帯

の属性をコントロールレでもなお，実子に較べ

て低い就学確率と高い勤労確率を示した．これ

は，より困難な世帯環境にいることから生じる

影響を考慮してもまだ説明できない継子である

ことの教育上の不利益（educationa1disadvant－

age）を示唆する．第2に，白人見童について

は，養子は実子に較べて不遇な世帯環境にある

わけではないが，実子に較べて就学確率が有意

に低く，その結果は観察可能な属性をコントロ

ールしても変わらない．これは，養子について

も教育上の不利益があったことを示している．

第3に，黒人見童については，養子は実子と同

等またはわずかに恵まれた世帯環境にあり，ま

た，実子に較べて就学・勤労に有意な差は見ら

れなかった．ただし，黒人養子世帯は観察数が

少なく，統計的パワーが低いために有意な差が

検出されなかった可能性がある．

研　　究

　6．二十世紀末の養子と継子の実証分析

　本節では，2000年の国勢調査個票データを

用いて現代の養子と継子の養育環境を分析する．

前節と同様に，まず養子・継子世帯が社会経済

指標において実子世帯と有意に異なるのかを検

証し，次に，本人の属性や世帯の属性をコント

ロールした上で，実子・養子・継子の就学と勤

労に違いがみられるかどうかを検証する．

6．12000年の養子・継子世帯の社会経済的

　　状況

　2000年の記述統計（表4）では，白人・黒人世

帯ともに，養子世帯は父母の学歴・父母の社会

経済的地位・世帯所得・持ち家において実子世

帯よりも恵まれた環境にあり，継子世帯は逆に

より不遇な環境にあることをみた．しかし同時

に，養子世帯では実子世帯より父母の年齢が高

く，継子世帯は父母の年齢が低いため，これら

の属性をコントロールした上で社会経済指標を

比較しよう．前節と同様に被説明変数に養子世

帯ダミーあるいは継子世帯ダミーをとり，線形

確率モデルを推定する．2000年における社会

経済指標には，①父母の学歴（大卒以上を表す

ダミー），②父母の社会経済的地位（職業に基づ

いたDuncan　Socioeconomic　Index），③父母の

所得（対数値），④住居が持ち家であるか，の4

指標を用いる．

　表11は白人の養子世帯と継子世帯について

の推定結果を示す8）．まず，養子世帯の結果を

みよう．（1）では全世帯を対象とし，（2）では母

の年齢を出産可能年齢に限定しているが，結果

に大きな変化はない．子どもの構成をみると，

二十世紀初期と同様に，養子は実子・継子と強

い代替性を示す．社会経済指標をみると，養子

世帯は父母の学歴・父の所得・持ち家とは正の

相関を示す一方で，母の就労・母の社会経済的

地位・母の所得とは負の相関を示す、ただし，

母に関する結果は，養子縁組の斡旋団体（adop－

tiOnagenCieS）の多くが，妻が専業主婦である

夫婦に養子を優先的に斡旋してきたことに因る

可能性が高い．このように父母の年齢をコント

ロールすると記述統計にみられた養子世帯の圧

倒的な優位はなくなるが，それでも2000年の

養子世帯は，平均的な二親世帯よりも比較的恵
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　　　　　表11。白人の養子世帯と継子世帯の0LS分析12000年　　　　　　は，すべての社会経済指標に

　　被説明変数　　　　養子世帯ダミー　　　　継子世帯ダミー　　　おいて負の相関を示している．

　　　　　　　　　　全世帯　　母15－50歳　　全世帯　　母15－50歳　　　以上の結果をまとめると，

　　　　　　　　　　　（ユ）　　　（2）　　　（3）　　　（4）　　2000年においても実子・養

実子数　　　　　　　」㎝505榊　一〇』〕475’’’　一〇・！087榊　一〇・1！02‘’＾　子・継子の3者の間には強い

　　　　　　　　　［一121．27］　　　［山1ユ5．22］　　　　　［一20702］　　　［一20720コ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代替性がみられた、白人の養
継子数　　　　　　　　　一〇．0455＾｝　　一0．0438’｝

　　　　　　　　　［＿8a24］　［＿醐5］　　　　　　　　　　　　子世帯は，父母の年齢をコン

養子数　　　　　　　　　　　　　　　　一α105ザ　一O．！／10附　　トロールしても，父母の教

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［I8＆94］　［一8τ02］　　育・父の所得・持ち家では平
文大卒ダミー　　　　　　　O．0033’＾’　　O，0041“’　　一〇．0091回　　一0．0083“‘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　均的二親世帯よりも恵まれて　　　　　　　　　　　［4．80］　　　　　　［5，99］　　　　　　［一10．16］　　　　　［一9．05コ

母大卒ダミー　　　　　O．0014・　　Om13・　　一〇、O鮒・・　一〇脳5ぴ・　おり，二十世紀初期に比較す

　　　　　　　　　　　〔2－！9］　　［1挑コ　　［15527］　［■55．12］　　ると，相対的な社会経済的環

父の社会経済的地位　　　α000｝　　αOOOγ　　1α000ボ　一αO00ザ　　境に改善がみられる．黒人の
　　　　　　　　　　　［0．61］　　　　　　　［1．72］　　　　　　　＝一4．62コ　　　　　［一4．03］

母の社会経済的地位　　　＿αOO1O…　＿α0008…　　＿㎝053舳　＿α0053…　養子世帯については・平均的

　　　　　　　　　　［一8，04／　　［一6．3gl　　l－29551　［一2g．171　　二親世帯とほぼ同等だが持ち

父の就労グミL　　　　■O・0054’｝　一σ002㌘　　　α0072＾’’　α0093’｝　家比率が高く，二十世紀初期
　　　　　　　　　　［一5．95］　　　　　［一2．49］　　　　　　　　［5．54］　　　　　　　［6，87］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の結果と同様に弱い正の選別
母の就労ダミー　　　　　一0．0087‘杣　一α0066‘帖　　一α0294｝’　一0．0295‘舳
　　　　　　　　　　＝＿1Z31］　1＿q48二　　＝一2＆65＝　［＿πg8＝　　が観察される．

父の所得　　　　　　O，OC！7’杣　O．OO15’冊　　O．0039’’’　Om3ザ　　　白人の継子世帯については，

　　　　　　　　　　　［480］　　［420］　　　［＆69コ　　［＆43］　　父母の学歴・父母の社会経済
母の所得　　　　　　　　　一0り043帥　　一〇．0044刷　　　　O．0013．｝　　Oり0C9耐
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的地位・持ち家では平均的世　　　　　　　　　［一18．58］　　　　［一19．37コ　　　　　　　　［4．85］　　　　　　　［3．22］

持ち家グミ＿　　　　　Om6ぴ・　O．0038・・　　一〇．0281“・　一α0301…　帯に劣るが，父母の所得は平

　　　　　　　　　　［10．43］　　［6．10］　　［」26．34コ　［127．70］　　均より高く，社会経済指標に

標本世帯数　　　　　　83α224　　806，14ユ　　836．224　　806，141　　よって結果が分かれており，

養子または継予世帯数　　　3a064　　2王263　　　6τ567　　6a748　　二十世紀初期のような大きな
養子または継子世帯比率　　　α0395　　　0り363　　　　0．0808　　　0．0828
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　負の選別があるとはいえない．
決定係数　　　　　　　　　O．0653　　　0．0545　　　　0．1465　　　0．1496
出所）アメリカ国勢調査個票の2000年5％標本（IpUMS〕．　　　　　　　　　　これに対して，黒人継子世帯

注〕母集団は実子，養子，または継子がいる二親世帯であり，世帯の人種は世帯主の人種　　は全ての社会経済指標が平均

　　によって定義される．説明変数には’配偶者の人種成年’未成年人数’父母の年齢　的二親世帯より低く，2000
　　（とその二乗〕，父母高卒ダミー，移民ダミー，都市圏ダミー，地方固定効果（9地方），
　　定数項を含む．・一は1％，一は5％，・は10％の水準で有意であることを表し，ヵツコ　年にも依然として負の選別が

　　内の数値は正統計量である・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　観察される、しかし，表ユで

まれた社会経済的環境にあると考えられる．　　　みたように比較対象である二親世帯に属する実

　次に，表11の（3）～（4）の白人の継子世帯の　　子・養子が2000年には強い正の選別を受けて

結果をみると，継子は実子・養子と強い代替関　　いることを考慮すると，黒人継予世帯の負の選

係にある．社会経済指標については，継子世帯　　別は二十世紀初期ほど深刻ではないと考えられ

は父母の学歴・父母の社会経済的地位・持ち家　　る．

と負の相関を示す一方で，父母の所得とは正の

相関を示し，指標によって結果が分かれる．

　表／2は黒人の養子世帯と継子世帯について

の推定結果を示す．黒人世帯においても養子は

継子・実子と高い代替性を示す．社会経済指標

については有意な結果が少なく，黒人の養子世

帯は持ち家と正の相関を示し母の所得と負の相

関を示すが，記述統計にみられた強い優位性は

観察されない．これに対して，黒人世帯の継子

6．22000年の実子・養子・継子の教育環境

　最後に，2000年における実子・養子・継子

への教育投資を比較するために，子どもの就学

ダミーと勤労ダミーを被説明変数とし，説明変

数に養子・継子ダミーを含めた線形確率モデル

を推定する．2000年調査では勤労は16～17歳

の児童についてのみ情報がある9）．以下では，

12～！7歳の児童の中学・高校（secondary
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表五2．黒人の養子世帯と継子世帯の0LS分析：2000年

被説明変数　　　　　　養子世帯ダミー 継子世帯ダミー

全世帯　　母15－50歳　　　全世帯

（！）　　　　　　　　（2）　　　　　　　　　　（3）

母15－50歳

　（4）

実子数

継子数

養子数

一〇．0409｝，

［一33．41］

一〇．0333．｝

［一20．72］

父大卒ダミー　　　　　　　O．0026

　　　　　　　　　　［1．02］

母大卒ダミー　　　　　　　0．0036

　　　　　　　　　　［1．53］

父の社会経済的地位　　　　0．0002

　　　　　　　　　　［O．53］

母の社会経済的地位　　　一〇り004

　　　　　　　　　［一〇．90］

父の就労ダミー　　　　　一α0049｝

　　　　　　　　　［一1．96コ

母の就労ダミー　　　　　一0－0105榊

　　　　　　　　　［一4．39コ

父の所得　　　　　　　　一〇．0002

　　　　　　　　　［一0．19］

母の所得　　　　　　　　一〇．0052｝’

　　　　　　　　　［一4．98コ

持ち家ダミー　　　　　　O．0070伽

　　　　　　　　　　［3．70コ

■0，038ユ．．’

［一31．39］

一0．0328．｝

［一20．55］

O．0030

　［1．18］

0．0034

　［1．43コ

0．OO03

　［0．75］

○りO03

　［0．72］

一0．0012

［一〇．50コ

ーO．0C65・肺

ト2．76］

一0．0009

［一0．77］

一〇．0054｝・

［一5．31コ

O．0036．

　［1．92］

一0．1065・‘’

［一64．40］

凸O．0893…

［一23．56］

一〇．0092・・

［一2．57］

一〇．0460…

［一14．19］

一〇．0014・・

［一229］

一0．0035“‘

ト542コ

　0．0090’’

　［2．50］

一〇．0078・・

［一2－24コ

ーO．0040｝

卜252］

一0．0073・・’

［一5．29］

一0．0176…

［一5£5］

一〇．1095・・．

［一触．79］

一〇．1029・“

［一23．94］

一〇．0078｝

［一2．11］

’O．0478…

［一14．26］

一〇．0013“

［一2．05］

一〇．0031■・．

［一4．73］

　0．0120・“

　［3．20］

■0．0077．．

［一2．14コ

ーO．0039｝

ト2．31コ

ーO．0085・・‘

［一5．92］

一〇．0196．・・

［一6．37］

標本世帯数　　　　　　　　74，840

養子または継子世帯数　　　3，488

養子または継子世帯比率　　O－0466

決定係数　　　　　　　　α0739

71．620　　　　　　　74．840

2．901　　　　　　　　8．300

0．0405　　　　　　　0．1109

0．0455　　　　　　　0．1302

71．620

8．186

0．！143

0．1367

注〕表11に同じ．

school）への就学，12～17歳の児童の私立の中

学・高校（private　secondaryschoo1）への就学、

そして16～17歳の児童の勤労（1abor　force　par－

ticipaゼ。n）の3種類の被説明変数について分析

を行う．子どもへの教育投資という観点からは，

私立の中学・高校に就学し，勤労しない，とい

うアウトカムが最も望ましいと仮定して議論を

進めるlo）．各分析では2種類のモデルを比較す

る．第1のモデルでは，地方固定効果に加えて，

子の基本的属性（年齢・性別・障がいの有無）の

みをコントロールし，第2のモデルでは観察可

能な世帯属性を全てコントロールする．ただし，

児童の障がいの有無を説明変数から除いても，

以下の推定結果に定性的な変化はない．

6，211白人児童の就学と勤労

　表13は白人見童についての推定結果を示す．

初めに第1のモデルの結果をみ

よう．全般に女性であることと

障がいがあることは，児童の就

学確率と勤労確率に負の効果を

持つ．（1）によると白人見童の

中学・高校への平均就学確率は

98．2％であり，養子の就学確率

は平均と有意な差がないが，継

子は平均より0．3ポイント低い

（3）によれば，私立校への平均

就学確率はユ1．O％であるが，

養子は平均より2．2ポイント高

いが，継子は5．8ポイント低い

（5）によると，16～17歳の白人

児童の平均勤労確率は39．8％

だが，養子は平均より1．7ポイ

ント高く，継子は7．8ポイント

高い．すなわち，養子は実子よ

りも私立校への就学確率が高い

が，同時に勤労確率も高いとい

う結果を得た．これに対レて，

継子は就学確率が低くかつ勤労

確率も高いことが明らかになっ

た．

　次に，第2のモデルで世帯属

性をコントロールした結果をみ

よう、まず全般に，父母の学

歴・父の社会経済的地位・世帯

所得はいずれも子の就学確率を引き上げ，勤労

確率を引き下げる「望ましい」効果を持つこと

が確認される、ただし，母の社会経済的地位・

持ち家は子の就学確率と勤労確率をともに引き

上げる効果を持つ．いずれのアウトカムについ

ても，世帯属性をコントロールしても養子・継

子ダミーの係数の符号に変化はなく，実子と養

子・継子の格差は縮小するものの㌧定性的には

同じ結果になっている．

6．2．2黒人児童の就学と勤労

　表14は黒人見童の推定結果を示す．まず，

第1のモデルの結果をみると，黒人見童の中

学・高校への平均就学確率は98．6％であり，

養子・継子とも有意な差はみられない．しかし

（3）によれば，私立校への平均就学確率が9．2％

であるのに対して，養子は平均より2．5ボイン
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被説明変数　　　　　　就学ダミー

　　　　　　　　　12－17歳

私立校への就学ダミー

　　12－17歳

勤労ダミー

16－17歳

（！）　　　　（2） （3〕　　　　（4〕 （5）　　　　（6）

養子ダミー

継子ダミー

女性ダミー

陣がいダミー

出生順位

兄弟姉妹数

5歳未満弟妹教

父の大卒ダミー

母の大卒ダミー

父の社会経済的地位

母の社会経済的地位

父の就労ダミー

母の就労ダミー

父母の所得

持ち家ダミー

一〇．0004　　　　－0．0008

［一〇．38］　　　　［一〇．73］

一〇．0025｝．　　一〇．0019冊．

［一3．73］　　　　［一2．73］

一〇．0021“・　　一〇．0024｝’

L－5．85コ　　　　［一6．71］

一C．0123｝・　　一0．0092‘・’

［一1！、26］　　　　［一8．48］

　　　　　O．0025・｝

　　　　　［7．36］

　　　　　一〇．0029…

　　　　［一11．00］

　　　　　一0．07ユ3｝’

　　　　［一10．39］

　　　　　O．0023．｝

　　　　　［5．｝4］

　　　　　O，OOOl
　　　　　［O．29］

　　　　　O．0003・｝

　　　　　［3．43］

　　　　　0．0006‘“

　　　　　［6．97］

　　　　　一〇．0013・

　　　　　［一1．68］

　　　　　O．0044｝’

　　　　　［8．64］

　　　　　0．0037・｝

　　　　　［10．09］

　　　　　0．0081｝・

　　　　　［12．02］

　O．0215・仙

　一7．31］

一〇．0581｝’

卜49．06］

⊥O．0025｝’

［一2．86］

一〇．0307‘舳

［一工6．4ユ］

　0．0096｝．

　［3．29］

一0．0318‘‘＾

［一25．71コ

ーO．0021・．

［一2．45］

一0．0209｝‘

［一11．／4］

一〇．0！80・＾・

［一17．99］

　O．0223｝・

　［43．89］

一α0048

［一〇．90］

　O，0313・＾・

　日22，49］

　O．0357｝・

　「25．19］

　O．0052‘杣

　［23．54コ

ーO．0019，｝

［皿8．47］

　O．0095・・＾

　［7．16］

一0．0356｝．

［一3ユ．69］

　0．0296・＾・

　一32．47］

　O．OO13

　［1．14］

　O．0170“

　［2．30コ

　C．0775■，．

　［19．49］

一0．0070｝’

［一3．00コ

ーO．0597＾｝

［一10．43］

　O．0247｝．

　［3．33］

　O．0513“・

　［12．43］

一〇．0071．・，

［一3．C4］

一〇．0598・帥

［一ユO．29］

一〇．0124’＾

［一2．00］

　O．00幽‘“

　［3．71コ

　0．0ユ27

　［O．97］

川O．0366・・‘

［一！0．77］

一〇．0562｝t

［一16．85］

一〇．0014｝

［一2．41］

　O．0013’’

　［2．37］

　O．0537｝‘

［13．41］

　O．080！舳，

［25．99］

一0．0250｝・

［一11．88コ

　O．0311・｝

　［8．58］

標本児童数

就学または勤労数

就学または勤労比率

決定係数

689．843　　　　　689．843

677．160　　　　　677．160

0．9816　　　　　0．9816

0．0120　　　　　　0．0256

689．843　　　　　689．843　　　　　　　220．292　　　　　220．292

75．699　　　　　　75．699

0．！097　　　　　　0．1097

0．0107　　　　　　0．0570

87．600　　　　　　87．600

0．3977　　　　　　0．3977

0．0413　　　　　0．0638

注） 母集団は2000年5％標本の二親世帯に属する実子・養子・継子である．第1モデルの説明変数は，子の年齢

〔とその二乗），地方固定効果，定数項を含み，第2モデルはさらに成年・未成年人数，父母の年齢（とその二

乗），父母の人種．父母高卒ダミー．移民ダミー，都市圏ダミーを含む．

＊印は有意水準を示し（州1％水準，‘’5％水準，’1O％水準〕，カッコ内はf統計量を示す．

ト高く，継子は1．8ポイント低い．また，（5）

によると，黒人男児の平均勤労確率は23．1％

だが，養子には有意な差がないのに対して，継

子の勤労確率は平均より3．6ポイント高い．す

なわち，黒人児童については，実子に較べると，

養子は私立校への就学確率が高く勤労確率は変

わらないが，継子は私立校への就学確率が低く

かつ勤労確率も高い．

　次に，第2のモデルの結果をみよう．黒人見

童については，父母の学歴・父母の社会経済的

地位・世帯所得は子どもの就学確率を引き上げ，

勤労確率を引き下げることが確認できる．白人

見童と同様に，持ち家は子の就学確率と勤労確

率をともに引き上げる効果を持つ．世帯属性を

コントロールすると，養子については（4）にお

いて私立校への就学確率に有意な差がなくなり，

継子については（6）において勤労確率に有意な

差がなくなる、換言すれば，世帯属性をコント

ロールすると，黒人見童については養子である

ことに教育と勤労における差はなく，継子であ
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表14．黒人児童の就学と勤労の0LS分析12000年

被説明変数　　　　　　就学ダミー

　　　　　　　　　12－17歳

私立校への就学ダミー

　　12－17歳

勤労ダミー

16－17歳

（！）　　　　（2） （3）　　　　（4） （5）　　　　（6）

養子ダミー

継子ダミー

女性ダミー

陣がいダミー

出生順位

兄弟姉妹数

5歳未満弟妹教

父の大卒ダミー

母の大卒ダミー

父の社会経済的地位

母の社会経済的地位

父の就労ダミー

母の就労ダミー

父母の所得

持ち家ダミー

0．0013

　［0．46］

0．0019

　［1．10］

’0．0014

［一1．22コ

ー0．0073・・

［■2．39コ

O．0028

　［O．88］

O．OO17

　［O．93］

一〇．0016

［一ユ．36コ

ーO．0040

［一ユ．29コ

O．0010

　［0．93］

Om05
　［0．80］

一〇．0234．｝

［一2．81］

一〇．0017

［一1．01コ

O．0014

　［0．95コ

O．0006’’

　［2．32］

O．0011…

　［3．45］

0．0019

　［1．07コ

0．0017

　［1．06］

O．0026“

　［2，00コ

0．0062‘｝

　［4．23コ

O．0251…

　［3．64］

’O．0182・｝

［一6．22］

LO．0020

［一0．90］

一〇．0099｝

［一2．01］

O．0069

　［O．98］

一0．0066｝

［一2．18コ

ーO．0032

［一1．45コ

ーO．0045

［一〇．93コ

ー0，0！3r｝

［一5．92］

一00003
［一〇．25］

一〇．0！62’｝

［一3．11コ

O．0256，｝

　［5．97］

C．0315‘｝

　［7．46］

O．0033■・・

　［5．48］

O．0023｝・

　［4．20］

一0．0032

［一1．n］

一〇．0043’

［一1．66］

0．0156｝．

　［6．96］

C．0089｝．

　［3．58コ

上0．0320

［一1．56］

O．0359’｝

　［3．14コ

ー0．0058

［一0．78］

一〇．0840．｝

［一5．04コ

一〇．0303

［一ユ．51コ

O．0145

　［1．23］

一〇．0072

［一0．96］

一〇．0845｝・

［一4．97］

一〇．0111

［一〇．63］

0．0077“

　［2．12］

0．0057

　［O．26］

一〇刀202’

［一1．67］

一〇．0160

［一1．38］

一0．0026

［一1．37］

0刀008

　［0．42コ

O．0384｝．

　［3．92］

O．0658｝，

　［7．12］

一0．0060

［一〇．86］

O，0157’

　［1．77］

標本児童数　　　　　　　60，028

就学または勤労数　　　　59，191

就学または勤労比率　　　O．9861

決定係数　　　　　　　　0．0ユ07

60．028

59．！91

0．9861

0．0！53

60．028　　　　　　60．028　　　　　　　　19．186

5．534　　　　　　　5．534　　　　　　　　4．43！

0．0922　　　　　0．0922　　　　　　　0．2309

0．Oユ59　　　　　　0．0466　　　　　　　　0．0274

19．186

4．431

0．2309

0．0439

　　　　注）表13に同じ．

ることには私立校に就学する上で不利益が観察

された．

　2000年の養子と継子についての分析結果を

まとめると，以下のようになる．第1に，本人

の属性と世帯の属性をコントロールしてもなお，

白人継子は実子に較べて中学・高校および私立

校への就学確率が低く，かつ勤労確率が高く，

また黒人継子は私立校への就学確率が低いこと

が明らかになった．これは，二十世紀初期より

も限定された形ではあるが，現在でも依然とし

て継子は実子に較べて教育上不利であることを

示す．

　第2に，本人の属性と世帯の属性をコントロ

一ルすると，白人養子は実子に較べて私立校へ

の就学確率が有意に高いが，同時に勤労確率も

高いことが示された．この結果から養子と実子

のどちらがより恵まれた教育環境にあるかを判

断することは困難であり，今後の分析において

就学せずに勤労する確率や労働時間などをさら

に精査していく必要がある．ただし，二十世紀

初期には白人養子は実子よりも就学確率が低か

ったことを想起すると，2000年にはその関係

が逆転していることは特筆に値する．

　第3に，黒人養子については，就学・勤労確

率とも実子と有意な差はなく，二十世紀初期と

同様，2000年においても教育上の不利益は観
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察されなかった．ただし，これらの結果を解釈

する上で，黒人養子は観察数が少なく有意な差

を検出しにくいこと，また比較対象である黒人

実子には強い正の選別が働いていることに留意

する必要がある．

　　　　　　　　　7．結び

　本論文では，国勢調査の個票データを駆使し

て，二十世紀初期アメリカの養子と継子に実証

分析の光をあて，二親世帯に属する実子・養

子・継子の社会経済的環境と教育環境の比較を

行った．回帰分析の結果によると，二十世紀初

期には白人養子・白人継予・黒人継子について

は，観察可能な児童の属性や世帯の属性の違い

では説明することのできない，実子との教育格

差が観察された．本分析の結果は，歴史的にも

家族構成が子の養育環境と強い相関を持ち，同

じ二親世帯でも親子関係によって児童の教育が

大きく異なっていたことを初めて明らかにする

ものである．二十世紀後半には家族の多様化が

進み，養子や継子を取り巻く社会規範や法制度

にも大きな変化がみられ，養子・継子の相対的

な世帯環境と教育環境は改善したが，今日にお

いても継子についてはなお，教育上の不利益が

観察される．

　このような実子・養子・継子の教育格差は何

によって生じるのだろうか．その主な理由とし

て，①養子・継予となる児童は能力や資質とい

った観察できない属性において実子と異なる，

②養親・継親となる父母は親としての適性や能

力といった観察セきない属性において実親と異

なる，③たとえ親と子の属性は同じでも，親が

実子・養子・継子に対して異なるレベルの教育

投資を行う，という3つの仮説を立てることが

できる．特に二十世紀初期においては，おそら

く，③の親による差別的待遇のほかに，養子に

ついては①の児童の資質の違い，継子について

は②の親の資質の違いが大きな要因だったと推

測される．ただし，2000年の推定結果が子ど

もの障がいの有無を説明変数から除いても定性

的に変わらないことから，二十世紀初期の教育

格差の全てが観察されない児童の属性の違いに

よって説明されるとは考えにくい．本研究で用

いた国勢調査のデータは観察可能な子や父母の

属性に大きな制約があり，個々の仮説を検証す

ることは難しい1しかし，同一世帯に属する実

子・養子・継子の教育の比較することで親の資

質をコントロールすることは可能であり，これ

からの研究課題としたい．

　近年，歴史ミクロデータを用いた「家族の経

済学」の実証分析が大きく進展し，子どもの教

育や労働，健康に関する新しい知見が産み出さ

れている（Go1din　and　Katz2004；Parman2013）、

本研究においても今後さらに分析を深め，養

子・継子世帯の歴史的変遷に留まらず，家族構

成が子どもの人的資本形成に与える影響につい

て歴史的観点から考察を加えていきたい．

　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

　注
　＊　本論文の執筆にあたって，野口晴子，阿部修人，

加藤隆夫，神林龍の各氏，および一橋大学経済研究所

定例研究会の参カロ者各位から多くの示唆を戴いたこと

に感謝する．なお，本研究は科学研究費補助金基盤

（B）r養子の経済分析：日米の歴史データを用いた実

証研究」（研究課題番号24330075）における成果の一部

である、

　ユ）入口千人当りの離婚率は，！900年にO．7．1930

年に1．6であったが，1960年の2．2から1980年の5．2

へと急上昇し，2000年には4．2となっている．ただし，

無過失離婚（no－fau1t　divorce）と離婚率の上昇の因果関

係についてはまだ一致した結論がない（Wolfers2006）．

　2）1880～1930年調査の個票に世帯主との詳細な
関係が記録されている理由は，調査員が世帯を訪問し

世帯主の回答を調査票に手書きで記入していたからだ

　と推察される．調査票の回答が多項選択式になったの

は1950年調査以降である1

　3）以下の分析ではIPUMSの1880年5％標本，
1900年a5％標本，ユ910年1．4％標本，1920年ユ％

標本，1930年1％標本，2000年5％標本を用いる．

ユ890年国勢調査の個票は火災で大半が失われ利用で

　きない．

　4）2000年調査では，連れ子養子は「養子」に含
めるように調査票に明記されており，「養子」の半数

前後は事実上の継子（連れ子養子）だと推測される
（Moriguchi2012）．

　5）地方固定効果の代わりに州固定効果を用いても，

定性的な結果は変わらない．

　6）1880～1930年には，「勤労」は子どもが有給の

職業（gainfuloccupation）を持っていることとして定義

　される．就学と勤労は相互に排反的な選択ではなく，

就学しつつ勤労する児童も観察される．

　7）二十世紀初期はアメリカの各州で義務教育法と

児童労働法が制定・改正された時期に当たり，これら

の法が児童の就学・就労行動に影響を与えたかどうか

については議論がある（Moeh1jngユ999；Go1砒and

Katz2004）．本分析では，資料上の制約からこれらの
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法の有無をコントロールしていないが，以下の分析に

年・州固定効果を含めても推定結果に大きな変化はな
、、．

　　8）世帯の人種は世帯主の人種によって定義される

が，2000年には異人種間の結婚も多く父母の人種は
必ずしも同じではな、・．

　　9）2000年には，r勤労」は子どもが調査時点の前

週に働いていた，または職を探していたことによって

定義される、

　　10）A1tonji　eサα五（2005）などの研究により，アメリ

カでは私立校は公立校よりも高い教育効果を持つこと

が明らかにされている．
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